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夏休みにはじまる小児肥満防止に水泳は有効か？ 
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1. はじめに 

 肥満は、エネルギー摂取量と消費量のバランスがずれることによって生じる。しかし、エネルギー

バランスは、一般に平均数十 kcal/日程度のズレなのに対し、エネルギー摂取量の評価は、成人では概

して過小評価されるなど、正確な評価はできない （Okubo et al., 2008; 髙田ら, 2011）。また、より正

確な測定が可能なエネルギー消費量でさえ、数百 kcal/日の誤差が生じる。そのため、エネルギーバラ

ンスのずれがどのように生じたかを検証することは、現時点では非常に困難である。 

しかし、短期間で大きな体重の変動がある場合には、エネルギー消費量を相対的に正確に測定でき

れば、ある程度追求することが可能である。短期間における大きな体重変動の一例として、“肥満児

は夏つくられる”現象があげられる。この点については、いくつかの報告がある（荒居ら, 1993; 小林

ら, 1995; 岡安ら, 2006）。荒居ら（1993）は、子どもにおける体重発育について時系列解析（センサ

ス局法）を行った。その結果、多くの子どもでは、長期的なトレンドを除いて得られた体重の季節成

分をみると、秋から冬に増加し、夏は増加しにくいのに対し、夏休みに体重が増加する子どもたちが

一部みられた。このような子どものほとんどは、その後に体重が増え肥満につながる傾向があること

がわかった。このように、夏休みの体重増加は、肥満と強い関連があることがわかってきた。その原

因として、夏休みに、ほとんど外出せずエアコンのきいた涼しい屋内で一日中過ごし、身体活動量が

尐なくなってしまうといった夏休みの歪んだ過ごし方などが考えられるが、科学的な検証はほとんど

行われていない。夏休みの代表的なスポーツである水泳は、子ども達の健全な発達を促すことや、可

能性を広げることを目的に、学校、民間のスポーツクラブおよび地域の総合型スポーツクラブなど様々

な環境において開催されている。学校での水泳教室であっても、夏休み中の出席に関しては任意の場

合がほとんどである。小学生の通常授業時における調査結果によると、週末は、平日に比較して日常

の身体活動量が有意に低下することが、多数の報告で指摘されている（田中千晶ら, 2010）。しかし、

夏休みに特化した日常の身体活動量全般を検討した研究はほとんど行われていない。 

日常生活全般の身体活動量については、子どもの頃とその後との関連を検討した報告によると、幼

児期から学童期へ、ひいては成人に至るまで、幼い頃の生活習慣が後々まで引き継がれる可能性のあ

ることが指摘されている（Malina et al., 2004）。Mattocks et al. (2008)は、5 歳までの屋外で過ごした時

間が、11～12 歳の客観的に測定された日常の身体活動量を予測できたことを報告している。このよう

に、活動量や不活動、ひいては肥満は、子どもの頃から、思春期や成人に移行することが指摘されて

いる(Malina et al., 2004; Parsons et al., 2003)。そのため、幼児期から日常的に身体を良く動かす生活習慣

の確立が重要であり、子どもの身体活動量調査が重要視されている。さらに、小学校での体育指導で

は、体育指導時の身体活動量に差がみられても、体育以外の時間の活動量を含めると、学校間の差が

消失したという報告がなされ（Wilkin et al., 2006）、最近では、スポーツに加え日常の身体活動量評価

の重要性が指摘されている。 

加速度計を用いた客観的な身体活動量の測定方法は、子どもにおいても、エネルギー消費量の推定

や身体活動量のレベルを分類するために用いられてきた（Bornstein et al., 2011）。Oliver et al. (2007)は、

子どもの身体活動のパターンは、散発的で多次元的であるため、多次元にわたって様々な強度をとら
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えることのできる方法が望ましいとしている。従って、評価に用いる加速度計も、子ども独特の身体

活動様式にあわせた評価法を確立した上で、はじめて利用可能となる。加速度計は、アルゴリズムに

よって、得られる活動量の値に大きな差が生じる（Guinhouya et al., 2006; McClain et al., 2007）。我々

の研究グループでは、3 次元加速度計(Active style Pro HJA-350IT，オムロンヘルスケア)を用いて、歩・

走行活動とボール投げや、拭き掃除のような歩・走行以外の活動を区別した上で、子どもを対象とし

た身体活動強度をより正確に評価できることを報告している(Hikihara et al., 2010)．この研究は、成人

において示されてきた、身体活動強度と加速度間の関係が、歩・走行活動と歩・走行以外の活動は異

なることを支持している(Matthews et al., 2005)。特に、成人と子どものいずれにおいても、歩行と歩

行以外の生活活動では，加速度と活動強度の関係式は大きく異なる（Matthews et al., 2005; 田中茂穂, 

2007; Tanaka C et al., 2007; 田中千晶ら, 2007; Kawahara et al., 2011）。我々の先行研究では，日本人幼児

の自由生活下において、3 次元加速度計を用いて評価した歩・走行以外の活動は、歩・走行活動より

身体活動量への寄与が大きかったことを示している (Tanaka C et al., 2009)。さらに、成人の日常生活

においても、家事のような歩・走行以外の活動は、総エネルギー消費量に大きな寄与が見られること

が指摘されている(Leenders et al., 2006; Ohkawara et al., 2011)。しかし、従来、子どもの身体活動量の測

定に用いられてきた多くの方法では、歩・走行活動と歩・走行以外の活動を区分することが出来なか

った(Bornstein et al., 2011)。より複雑な子どもの動作を考慮すると、通常授業時と夏休みにおける水泳

の実施と日常の身体活動量との関連は、歩・走行活動のみでなく、歩・走行以外の活動も評価できる

方法を用いるべきである。 

夏休みにおける水泳の実施の有無と子どもの体重変動や日常の身体活動量との関連がわかれば、子

どもの夏太り防止および日常の身体活動量に及ぼす水泳の有効性を明らかにすることが可能である。

これにより、エビデンスに基づいた水泳の普及が可能である。そこで、本研究では、夏休みの代表的

なスポーツである水泳の実施状況と、夏休み前後の体重変動および日常の身体活動量との関係を、最

新の科学的手法を用いて明らかにし、子どもの夏太りへの対策と、エビデンスに基づいた水泳の普及

に貢献することを目的とする。  
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2. 研究方法 

2.1 調査対象 

対象は、本研究の実施に本人および保護者が同意した、東京都 23 区および京都市内の小学校に通っ

ている、小学 4～6 年男女 42 名であった。保護者への問診により、甲状腺機能の異常などエネルギー

代謝や通常の身体活動量に影響を与えると考えられる疾病についての既往歴がある者は対象から除い

た。本研究は桜美林大学の倫理委員会の承認を得て実施した。測定にあたって、保護者に測定の目的、

利益、不利益、危険性、データの公表について説明を行い、書面にて同意を得た。 

 

2.2 測定項目 

2.2.1 形態 

身長と体重は、各々0.1 cm と 0.1 kg 単位で計測した。さらに、性別・年齢別・身長別標準体重（日

本学校保健会，2006）を用いて、肥満度を算出した。肥満度が+20%以上であった者を肥満、-20%以

下をやせ、それ以外を標準とした。 

 

2.2.2 身体活動量 

身体活動量の調査は、3 次元加速度計（Active style Pro HJA-350IT，オムロンヘルスケア）を用いた。

腰部にActive style Pro を 7 日以上装着した後、回収した。水泳や着替え、風呂などやむを得ない場合

を除いて装着するように依頼した。加速度計の値は、全ての測定が終了した後、コンピュータに取り

込んだ。Active style Pro は、感度 3mG、レンジ±6G の 3 軸加速度センサーを内蔵している。3 軸の合

成加速度から、単位時間毎の活動強度（METs：metabolic equivalents）を推定および歩数を測定できる

(Oshima et al., 2010; Hikihara et al., 2010; Ohkawara et al., 2011)。ハイパスフィルターを利用したフィルタ

リング前後の比率を利用して、単位時間毎のMETs 値を、歩・走行とそれ以外の活動（家事活動など、

歩・走行をあまり伴わない座位や立位で行う活動）に要した時間に分けて評価できる点、および、そ

うした判別に基づいて特に歩・走行以外の活動の強度を従来の方法より正確に推定できる点に特徴が

ある(Oshima et al., 2010; Hikihara et al., 2010; Ohkawara et al., 2011)。本研究では、10 秒間単位で評価した

METs 値から、中高強度活動(moderate-to-vigorous physical activity)として 3METs 以上の歩・走行時間、

歩・走行以外の活動時間および総計を算出した。さらに、歩数についても算出した。 

 

2.2.4 水泳の実施状況調査 

 質問紙を用いて、夏休みにおける水泳の実施状況の調査を行った。なお、本研究の対象者は、小学

生であったため、本人が調査票へ回答するのは困難である場合があることを考慮し、本人とその保護

者に回答を求めた。 

 

2.3 調査時期 

 形態計測は、通常授業期間の 2011 年 5 月、夏休み中の 7～8 月および夏休み直後の 9 月に行った。

身体活動量の調査は、5 月と夏休み中の 7～8 月に行った。 

 

2.4 統計処理 

Active style Pro は、装置を装着していない等、動作を感知していない状況においては、「計測なし」

と判定される。本研究では、20 分間以上連続して「計測なし」と判定された場合に装着していなかっ

たとみなし、装着した時間が、1 日あたり 600 分以上見られた日のデータを採用することとした。1
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日あたり 600 分（10 時間）以上としたのは、12 時間強の睡眠と、１時間強の入浴・着替え等によって、

やむをえず合計 14 時間近くが非装着になることはありうると考えたためである。平日の平均値と土

日・週末の平均値を求め、それぞれ 5 日、2 日と重み付けすることによって、個人毎の代表値を求め

た。多くの小学生においては、平日 4 日、土日それぞれ 1 日ずつであるが、尐なくとも平日 2 日以上、

土日・祝日のいずれか 1 日以上のデータが得られた者を、分析に用いた。 

統計処理は、SPSS package17.0J for Windows (SPSS Inc，Japan，Tokyo)を用いて行った。全ての結果

は、平均値±標準偏差で示した。統計上の有意水準は全て両側 5%未満とした。5 月と夏休みにおける

水泳群と対照群の形態および身体活動量の差は、共分散分析(analysis of variance: ANCOVA)を用いて、

目的変数を身長あるいは体重、共変量を性、5 月あるいは夏休みにおける年齢、身長あるいは体重、

説明変数を夏休み中における水泳の実施の有無として評価した。目的変数を身体活動量とした際は、

共変量を性、5 月あるいは夏休みにおける年齢、身長および体重、説明変数を夏休み中における水泳

の実施の有無として評価した。体重の変化量と夏休み中における水泳の実施の有無との関係は、目的

変数を体重の変化量、共変量を身長の変化量、説明変数を夏休み中における水泳の実施の有無として

評価した。身体活動量の変化量については、目的変数を身体活動量の変化量、説明変数を夏休み中に

おける水泳の実施の有無として評価した。水泳の実施の有無の差の推定値と標準誤差、それに基づく

推定周辺平均値、およびその p 値を求めた。夏休み前後の各群における身体活動量の変化量について

は、対応のある t 検定を行った。 
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3. 結果 

3.1 対象者の夏休みの水泳の実施状況 

対象者のうち、夏休み中、学校や民間のスイミングスクールなどで水泳を実施していた者は 20 名（水

泳群: 10.8±0.8 歳）、実施していなかった者は 22 名（対照群: 10.4±0.8 歳）であった。水泳群における

水泳の実施頻度は、4.2±1.5 回/週、時間は 1.1±0.4 時間/回であった。 

 

3.2  対象者の身体的特徴 

対象者の身体的特徴を表 1 に示した。さらに、肥満度を判定した結果、対照群 1 名のみが肥満、他

の対象者は全て標準であった。 

5 月と夏休み終了直後における身長と体重は、性と年齢を調整した結果、何れの時期においても、

両群に有意な差は見られなかった。また、5 月から夏休み直後の体重の変化量は、身長の変化量を調

整した結果、水泳群と対照群の間に有意な差は見られなかった。 

 

3.3 夏休み前および夏休みにおける身体活動量 

対象者の日常生活全般における 3 次元加速度計より得られた身体活動量の結果を表 2 に示した。 

5 月は、歩・走行以外の活動における中強度以上の活動時間および中強度以上の活動時間の総時間

において、水泳群が対照群に比較して、有意に高かった。また、夏休みの歩・走行における中強度以

上の活動時間、歩・走行以外の活動における中強度以上の活動時間 、中強度以上の活動時間の総時間

および歩数は、水泳群が対照群に比較して、有意に高かった。 

5 月から夏休み直後における身体活動量の変化量は、水泳群と対照群の間に有意な差は見られなか

った。但し、歩・走行における中強度以上の活動時間の変化量の群間差は約 7 分で、水泳群の方が、

減尐幅が小さい傾向がみられた（p=0.111）。 

水泳群は、5 月に比較して夏休みにおいて、歩・走行以外の活動における中強度以上の活動時間お

よび中強度以上の活動時間の総時間および歩数が、有意に低かった。一方、対照群は、夏休みの歩・

走行における中強度以上の活動時間、中強度以上の活動時間の総時間および歩数が、5 月に比較して

有意に低かった。 
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4. 考察   

4.1 対象者の特徴 

4.1.1 身体的特徴 

身体的特徴については、最近の同年代の児童とほぼ同程度であった（文部科学省, 2011）． 

 

4.1.2 日常の身体活動量 

現在の子どものためのガイドラインでは、成人と比べ、生活習慣病などの“リスク”が低くなる境界

値を決定するというよりは、身体活動が生活習慣病の“リスクファクター”などに有効であること、お

よびそのために必要な強度（時間）を踏まえて、現在の身体活動量を増加させようという意図で「1

日最低 60 分から数時間に及ぶ中～高強度活動」などとなっている（NASPE, 2009; 日本体育協会，2010）。 

本研究の対象者は、オムロンヘルスケアのActive style Pro HJA-350IT を用いた結果、5 月における水泳

群では 10 名(50%)、対照群では 7 名（32%）が、中強度以上の活動時間が 60 分を超えていた。一方、

夏休みは、水泳群では 6 名(30%)、対照群では 3 名（14%）において、中強度以上の活動時間が 60 分

を超えていた。 

 

4.2 5 月と夏休み直後における体重変動 

四季のはっきりした日本では、「夏やせ」という言葉があるように、夏は暑くて食欲も減退し体重

が減りやすい。しかし、現代は、エアコンの普及により、快適な住環境を手に入れることができるよ

うになり、夏休みに体重が増加する子どもが見られ、その後の肥満と強い関連がある（荒居ら 1993、 

小林ら 1995、岡安ら 2006）。そこで、本研究では夏太りと夏休み中の水泳の実施の有無との関係を

夏休み中の身長増加量を調整した上で検討した。その結果、体重の増加量と水泳の実施の有無には有

意な差が見られなかった。本研究の対象者数は、それほど大きいとは言えない。しかし、本研究にお

いて、5 月から 8 月での体重増加量は、両群間でほぼ同じであった。そのため、本研究と同様のサン

プリングをする限り、水泳実施による体重増加量には、ほとんど差がみられないのではないかと考え

られる。ただし、対象者のおかれた環境によって結果が異なる可能性がある点には留意する必要があ

る。 

 

4.3 夏休みにおける水泳の実施状況と身体活動量との関係 

日本人の子どもにおいて、平日に比較し、週末に身体活動量が低下することは、多くの研究におい

て報告されている（田中千晶ら, 2010）。しかし、長期の休暇期間に関する詳細な身体活動量の動向は

不明である。Ferreira et al.(2007)のレビューによると、欧米における 3～12 歳の子どもの身体活動量に

対する季節の影響は、一致した見解が得られていない。日本は、欧米とは異なる四季を有し、特に夏

季は気温とともに、湿度も高いなど、日本独自の特徴がある。しかし、これまで日本において、季節

変動と客観的に評価した日常の身体活動量に関する検討はなされてこなかった。 

一方、日常の身体活動量とスポーツへの参加度との関係を検討したレビューによると、最近、2～18

歳の子どものスポーツへの参加は、高いレベルの日常の身体活動量に貢献するようだとの結果が報告

されている(Ekelund et al., 2011)。それに対し、イギリス人の小学生を対象とした研究においては、体

育の授業を各々9.0 時間/週（S1）、2.2 時間/週（S2）、1.8 時間/週（S3）行っている学校における身体

活動量を、1 次元加速度計を用いて比較した報告がなされている。7 日間にわたる学内の身体活動量は、

S1 が他の 2 校より高かったが、学外では S2 と S3 が S1 より高く、その結果、合計の活動量は、3 校
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で類似していた（Wilkin et al., 2006）。その結果、学校間で体育指導による身体活動量に大きな差がみ

られても、体育以外の時間における身体活動量を含めると、学校間の差が消失したとの報告がなされ

ている。 

そこで、本研究では、日本人児童を対象に、夏休みにおける水泳の実施の有無と日常の身体活動量

との関係を検討した。その結果、夏休みの水泳の実施により、夏休みにおける中強度以上の活動時間

や歩数について、水泳群は対照群に比較して、有意に高い結果が得られた。Ekelund et al.(2011)のレビ

ューに含まれる先行研究の多くが、質問紙を用いた主観的な方法であったのに対し、本研究では加速

度計を用いた客観的な指標により評価したものの、同様の結果が得られた。 

本研究では、学校に通う時期の週末と同様、自由に過ごす時間が増える夏休みは、水泳の実施の有

無に関わらず身体活動量が有意に減尐するものの、水泳の実施により、歩・走行における中強度以上

の活動時間については、減尐しにくいことが示唆された。これは、水泳群が、夏休みであっても、水

泳教室に通うために外出の機会が増え、歩・走行活動の減尐量が対照群に比較して尐なかったのかも

しれない（水泳群：-3.5±10.0 分、対照群: -10.4±13.2 分）。また、水泳群が、週に 4.2±1.5 回、1 回あた

り 1.1±0.4 時間の水泳を行っていたが、身体活動量の評価に加速度計を用いたため、水泳中の活動量

を反映できなかった。その点を考慮すると、水泳の実施による身体活動量への効果は、本研究で得ら

れた以上に大きかったのではないかと考えられる。 

夏休みにおける対照群での中強度以上の活動時間の内訳を見ると、歩・走行時間と歩・走行以外の

中強度以上の活動時間の割合が逆転しており、歩・走行時間の絶対量も有意に低下していた。これに

対し、水泳群では、歩・走行以外の活動時間の絶対量が有意に低下していたものの、歩・走行時間と

歩・走行以外の活動時間の比率は同程度であった。本研究では、対象者の負担を考慮し、詳細な活動

記録は求めなかったものの、こうしたことからも、対照群では、外出の機会が低下している、逆に言

えば、水泳の実施によって外出の機会を確保している可能性が示唆された。以上のような限界はある

ものの、本研究は、体重と客観的な指標を用いた日常の身体活動量の季節変動と、それらに対する水

泳の実施の影響を検討した上で重要である。今後、対象者数を増やした更なる検討が必要である． 

 

5．まとめ 

児童を対象に、歩・走行以外を除く身体活動を含めて活動強度の推定法が確立された 3 次元加速度

計を用いて日常生活全般における身体活動量を評価し、夏休みにおける水泳の実施との関連を検討し

たところ、以下のような結果が得られた。 

１）体重の増加量は、水泳群と対照群とで、ほぼ同じであった。 

２）5 月に比較して、夏休みの日常の身体活動量は、水泳群の歩・走行での中強度以上の活動時間を

除き、両群において有意に低下した。また、変化量については、両群間で有意な差は見られなかった

が、歩・走行での中強度以上の活動時間は水泳群において減尐の程度が尐ない傾向がみられた

（p=0.111）。 

２）水泳群の 5 月における身体活動量は、対照群に比較して歩・走行以外の中強度以上の活動時間お

よび中強度以上の活動の総時間には有意な差が見られなかったものの、夏休みにおいては、日常の身

体活動量は、全ての項目において対照群に比較して有意に高かった。 

夏休みに低下する児童の身体活動量の増加に向け有効な対策を立てる意味からも、今後、対象者数

を増やして、児童の身体活動量の増加の原因について更なる検討が必要である。 
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表1. 身体的特徴

（平均値±SD）

調査時期 5月 夏休み直後 5月 夏休み直後

身長 (cm) 144.5 ± 8.0 147.1 ± 8.1 139.6 ± 7.5 141.6 ± 7.5

体重 (kg) 35.8 ± 5.9 36.9 ± 6.3 33.5 ± 6.7 34.5 ± 7.1

対照群水泳群
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表2.  日常の身体活動量および歩数

（平均値±SD）

調査時期 活動内容

水泳群 対照群 水泳群 対照群

5月 33.2 ± 10.2 28.6 ± 8.6

夏休み 29.7 ± 11.9 18.3 ± 10.1 a,b

5月 27.6 ± 9.0 23.0 ± 7.1 a

夏休み 23.9 ± 5.9 b 21.0 ± 9.2 a

5月 60.8 ± 15.8 51.6 ± 14.6 a 10591 ± 2198 9807 ± 2136

夏休み 53.6 ± 13.0 b 39.3 ± 17.8 a,b 9236 ± 2643 b 7105 ± 2581 a,b

MVPA: moderate-to-vigorous physical activity, a: 水泳群vs対照群, p<0.05, b: 5月vs夏休み, p<0.05.

水泳群と対照群の比較には、性、5月あるいは夏休みにおける年齢、身長および体重を調整した。

歩・走行時間

歩・走行以外
の活動時間

総時間

MVPA(分/日) 歩数(歩/日)

 

 

 

 

 

 

 


